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要求仕様書中のアクター名の定義漏れパターンと組
織変更がもたらす影響
─実案件分析と得られた教訓─
高橋宏季   野村典文   近藤公久   位野木万里

工学院大学  伊藤忠テクノソリューションズ（株） 

情報システムの要求仕様書には，アクターが対象システムを利用してどのように業務を進めるかを示
したシナリオが記述される．シナリオ中に未定義のアクター名が出現すると要求仕様書の理解は困難
になる．未定義のアクター名は，組織名を含む表現，アクター名から用語を省略／修飾することで派
生させた表現となる傾向がある．本稿では，実案件の要求仕様書を取り上げ，未定義のアクター名の
出現傾向，組織名との関係を分析し，派生の傾向を派生パターンとして定義する．また，派生パター
ンを用いて要求仕様書中からアクター名を効率的に抽出するツールを提案する．さらに，組織変更が
シナリオに与える影響を想定した，要求仕様書の理解，作成，維持管理に関して得られた教訓につい
て報告する．

1．はじめに

1.1　要求定義におけるアクター定義の重要性

情報システム開発において，要求定義工程は業務とシステムの役割を明確にし，システムの開発範
囲を定義するための重要な工程である[1]．要求定義工程の成果物である要求仕様書の品質に問題が
あれば，続く基本設計や開発工程での作業の手戻りやバグ発生のリスクが高まる．文献[2]によれ
ば，開発失敗の原因の過半数は要求定義に関係すると報告されている．また，対象システムの要求定
義に問題が発生する要因の1つとして，対象システムのアクター定義が不明確であることが挙げられ
る[3]．

情報システムの要求定義では要求獲得の源泉としてアクターを明らかにする必要がある[1],[3]．
政府によるデジタル・ガバメント推進標準ガイドライン実践ガイドブックによれば，利用者視点によ
る要求の把握を怠ったプロジェクトの失敗経験に基づき，サービス・業務企画においては，利用者
（つまりアクター）を中心に要求獲得すべきことが述べられている[4]．同ガイドラインでは，アク
ターの役割を明確にして要求定義をすることが求められている．要求仕様書のシナリオ内に，定義が
あいまいなアクター名が複数記述されることによって，開発する機能のアクセスコントロール等を顧
客の要求とは異なる仕様に設計する可能性がある．それにより，前述した開発過程でのリスクが高ま
る可能性がある．手戻りやバグは，コスト超過やリードタイムの遅延への問題発生の原因になると考
えられる．
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1.2　定義漏れやアクター定義からの表記ゆれが多数発生している現状

筆者らは要求仕様書の高品質化のために，実際の要求仕様書を対象に，一貫性のある要求仕様書の
特性の分析を試みてきた[5],[6],[7]．一般的な要求仕様書ではその前半部分において，システムの利
用者等の定義やアクター定義表等の項目名でアクターが定義され，そのアクター定義に基づき，アク
ターによるシステムの使われ方が機能要求として記述される．しかし，分析過程において，要求仕様
書中でアクター名の定義漏れやアクター定義からの表記ゆれが多数発生している状況に直面した．こ
こで，「定義漏れ」アクターとは，要求仕様書中に未定義にもかかわらず，シナリオ中で使用されて
いるアクター名である．「アクター定義からの表記ゆれ」アクターとは，要求仕様書中に定義されて
いるアクター名と，類似の意味であるが，異なる文字表記がなされているアクター名である．

ところで，筆者らが分析したある要求仕様書において，「一般職員」がアクター名として定義され
ていたが，要求仕様書中で使われていた「監査機関職員」は定義漏れアクターであった．ここで，あ
るアクター名を修飾または省略することで記述されたアクター名を派生形アクターと呼ぶことにす
る．「監査機関職員」は「一般職員」の派生形アクターとなる．派生形アクターが組織名や役割を組
み合わせて構成されていると，組織変更が発生した場合に，名称の置き換え，要求仕様の修正が必要
となる．

1.3　アクター定義からの表記ゆれと派生形アクターの関係

アクター定義からの表記ゆれアクターと派生形アクターの定義について，図1 を用いて説明する．
要求仕様書中に出現する任意の2つのアクターを取り上げたとき，それらが類似の意味であるが，異
なる文字表記であるときに，それらの2つのアクターは表記ゆれアクターと呼ぶ．前述した，アクタ
ー定義からの表記ゆれアクターと，派生形アクターは，表記ゆれアクターに含まれる概念である．ア
クター定義からの表記ゆれアクターと，派生形アクターには共通性が存在する．

たとえば，要求仕様書の前半部分のアクター定義には「管理職員」のみが定義されているとし，要
求仕様書のシナリオに，「職員」，「スタッフ」，「マネージャ」，「事務センター職員（委託）」
が記述されているとする．

「職員」と「スタッフ」は，一般的な表記ゆれアクターの関係（図1の（A））である．「管理職
員」と「マネージャ」は，アクター定義からの表記ゆれの関係，すなわち，図1の（B）に相当する
関係である．

図1　表記ゆれアクターの構成
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「職員」は，「管理職員」を一般化した類似の意味と考えられるので，「職員」と「管理職員」
は，アクター定義からの表記ゆれである．加えて，「職員」は，アクター定義に定義された「管理職
員」から「管理」の文字表記を省略しているので，これらの関係は派生形アクターにも相当する．よ
って，「職員」と「管理職員」の関係は，図1の（C）に相当する．

「事務センター職員（委託）」と「職員」は，両方ともアクター定義には関係なく，「職員」に
「事務センター」と「（委託）」の文字表記を修飾することで記述されているので，派生形アクター
（図1の（D））に相当する．

また，要求仕様書のアクター定義には定義されていないが，シナリオに記述された「住基一括シス
テム」，「年金業務システム」を考えると，「住基一括システム」から「住基一括」を省略し，「年
金業務」を修飾すると，「年金業務システム」となるので，派生形アクターの関係である．同様に，
「事務センター職員（事務所職員）（1次審査者）」，「事務センター職員（年金事務所職員）（1次
審査者）」も，派生形アクターである．

1.4　研究の目的と本稿の構成

一般に，法改正や組織変更があれば，関連する情報システムのアクター名や機能仕様は影響を受け
る．その影響に伴い，要求仕様書は更新される．要求仕様書の適切な更新のためには，アクター名の
定義漏れ，アクター定義からの表記ゆれや派生関係の状況や，組織変更による影響に対する要求仕様
書の維持管理の方法を把握することが重要である．

そこで本稿では，実案件の要求仕様書を対象に，要求仕様書中のアクター名に着目し，実態を調査
する．調査結果から，定義漏れやアクター定義からの表記ゆれの状況と，組織変更が要求仕様書に与
える影響を分析する．分析結果から得られたノウハウを整理する．技術者がノウハウを共有すること
により，要求仕様書の理解，作成，維持管理に貢献することを研究の目的とする．

以下本稿は次のように構成する．第2章は実案件の要求仕様書を調査，分析方法を示し，組織構造
と要求仕様書中のアクター名の実態を示す．第3章では第2章の結果を基に，アクター名の定義漏れ
とアクター定義からの表記ゆれの状況を分析する．第4章では組織変更が要求仕様書に与える影響を
検討する．第5章は今回の分析で用いた派生形アクターを要求仕様書中から効率的に抽出するツール
について説明する．第6章では，第3，4章で示した派生形アクターの出現状況等の特性が別の案件
にも適合するかどうかを評価する．第7章は，アクター定義と組織変更が与える影響を踏まえて，要
求仕様書の作成，理解，維持管理に関して得られた教訓を整理する．第8章は関連研究について述べ
る．第9章にて本稿をまとめる．

2．要求仕様書の調査
本章は，対象とする要求仕様書と調査手順，アクター名と組織の関係，定義漏れや表記ゆれの現状

を示す．

2.1　調査の対象と方法

調査対象は，厚生労働省の「年金業務システム（個人番号管理サブシステム等（2次開発情報連携
分））に係る設計・開発等業務およびアプリケーションソフトウェア保守業務調達仕様書（案）」
（以下，SRS1とする）[8]である．分析にあたり，当該要求仕様書の中から，アクター定義表と業
務処理記述に注目した．

© 2020 Information Processing Society of Japan 情報処理学会デジタルプラクティス　Vol.11 No.2 (Apr. 2020) 369



アクター定義表には，システムを利用する人や組織等のアクター名と役割が記述される．シナリオ
に相当する業務処理記述には，アクターによるシステムの使われ方が時間の流れや業務の流れに沿っ
て記述される．業務処理記述は64ページ，39,197文字で構成され，510件のシナリオが定義されて
いる．

次の（1）～（5）の手順で調査する．

（1）SRS1のアクター定義表からアクター名を特定
（2）SRS1のシステムが実際に使われる組織（ここでは日本年金機構）の組織構造を調査
（3）業務処理記述のシナリオ中に主に主語や目的語として記述されているアクター名を抽出，

（1）の結果と比較，定義漏れと表記ゆれ状況を確認
（4）（3）の結果からアクター名の定義漏れと表記ゆれの特性を分析
（5）日本年金機構の組織変更を調査し，要求仕様書へ与える影響を分析

2.2　SRS1のアクター名の定義状況

2.1節の調査手順（1）で特定した，SRS1中のアクター名を表1 に示す．表1の「管理職員」から
「委託業者（オペレータ，保守要員）」は，開発対象のシステムの利用者に相当するアクター名であ
る．「機構本部」から「コールセンター」は，年金業務システムが稼働する拠点名に相当する．

2.3　対象組織の構造

2.1節の調査手順（2）に基づき，資料[9]の，SRS1が執筆された当時の日本年金機構の組織構造
を調査した．その結果を図2 に示す．なお，図2は資料[9]の「組織の体制（平成28年1月時点）」の
組織図の一部を抽象化して記述したものである．

表1　SRS1中の定義されていたアクター名
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図2に示すように日本年金機構は，「理事長」が，「機構本部」，「ブロック本部」，「年金事務
所」を統括している．各組織は，それぞれ「コールセンター」，「事務センター」，「街角の年金相
談センター」を下部組織に持つ．

2.4　定義漏れと表記ゆれの状況

2.1節の調査手順（3）で抽出したアクター名を表2 に示す．なお，表2のアクター名の順番は，五
十音順である．抽出したアクター名は，延べ1,183件，正味91件であった．表2のアクター名の内，
表1のアクター定義と一致したのは，表2のNo.24「機構本部」とNo.45「事務センター」のみであ
る．

図2　執筆時点の日本年金機構の組織図

表2　抽出したアクター名一覧
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抽出したアクター名の定義漏れとアクター定義からの表記ゆれの状況を表3 に示す．表3の「定義
漏れ」に示すように，SRS1の業務処理記述中におけるアクター名の定義漏れは延べ1,170件，正味
89件である．表3の「アクター定義からの表記ゆれ」は，延べ467件，正味21件である．
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表3（b）に示すようにアクター名の延べ件数に対して98.9%が定義漏れであり，業務処理記述に
記述されたほとんどのアクター名は未定義である．未定義のアクター名の内，39.5%はアクター定
義からの表記ゆれであり，組織名等からの派生形アクターを含む．たとえば，表2のNo.25の「機構
本部職員」は，定義漏れアクターである．これは，表1中の「機構本部」のアクター定義からの表記
ゆれであり，派生形アクターと見なすことができる．

3．アクター名の表記ゆれ特性
本章は，2.1節で述べた調査手順（4）のアクター名の定義漏れと表記ゆれを比較し，派生関係の

観点から分析する．

3.1　定義と仕様書中のアクター名の比較

SRS1中の定義漏れアクター（表3の「定義漏れ」-（a），「定義漏れ」-（c））を整理すると，
アクター定義からの表記ゆれアクター，派生形アクター，アクター定義の内容と関係ない未知のアク
ターで構成されている．派生形アクターの派生パターンは，表4 のように分析できる．表4中の「派
生元例」は表1中のアクター定義を，「派生先例」は表2中のアクター名を，それぞれ表す．

表3　アクター名の定義漏れとアクター定義からの表記ゆれの件数
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派生関係は3つのパターンが存在する．表4の「修飾」パターンは，派生元のアクター定義にある
「事務センター」を修飾することにより，「事務センター（年金事務所）」とするような派生関係で
ある．「省略」パターンは，派生元であるアクター定義の「委託業者（オペレータ，保守要員）」を
省略し，「委託業者」とするような派生関係である．表4の「修飾」と「省略」の派生パターンに該
当するアクター名は，アクター定義からの表記ゆれアクターでもある．

表4の「省略と修飾」パターンは，アクター名から何らかの文字列を省略した上で修飾する派生関
係である．たとえば，派生元の「管理職員」を「職員」と省略し，続いて「職員」に「監査機関」を
修飾し，「監査機関職員」とするケースがある．表4では，派生元をアクター定義に定義されたアク
ター名を用いているが，「省略と修飾」パターンでは，派生元は任意のアクター名とする．「省略と
修飾」パターンは，定義漏れアクターであるが，アクター定義からの表記ゆれアクターではないアク
ター名である．合計に示すように，定義漏れアクターの45.3%は，派生形アクターである．

3.2　SRS1中のアクター名の間の共通部分

アクター名の間で「職員」，「機関」，「機構」，「センター」が共通している．複数のアクター
名の間で共通する組織の種類や役割を表す文字列を，「基準アクター」と呼ぶことにする．正味91
件のアクター名の内，上記の4件の基準アクターを含むアクター名の正味件数は42件（46.2%）で
ある．定義漏れアクターに限定すると，正味89件中40件（44.9%）である．

3.1節の表4に示したように，SRS1中のアクター名の「省略と修飾」のパターンに該当する定義漏
れアクターに着目すると，「監査機関職員」，「情報システム機構」がある．これらの用語に含まれ
る文字列で，組織や人の名称に該当する用語として，「機関」や「機構」がある．筆者らは，最初に
基準アクターを設定するにあたり，これらの用語を基準アクターに含めた．なお，前述の4つの基準
アクターに加えて，その他の定義漏れアクター名から，たとえば，「システム」や「市区町村」も含

表4　アクター定義とSRS1中のアクター名の特性関係
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めることで，派生形アクターのグループをさらに追加できる．基準アクターの設定を増やして，単独
で再定義が必要な定義漏れアクターの数を絞り込むことで，定義漏れアクターの再定義の作業を効率
化することが可能である．

上記4件の基準アクターの内，内包しているアクター名の件数上位2件である「職員」，「機関」
を含む，派生形アクターを表5 に示す．表5の「職員」の行は，「職員」を基準アクターとした派生
形アクターである．「職員」を基準アクターとする派生形アクターは「機構本部職員」のようなアク
ター定義からの表記ゆれアクターや，「監査機関職員」のようなアクター定義からの表記ゆれではな
い定義漏れアクターを含んでいる．アクター名91件の28.6%は，「職員」からの派生である．表5
の「機関」を含むアクター名は，いずれも表1のアクター定義では未定義である．

表5　派生関係があるSRS1中のアクター名
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要求仕様書中のアクター名の関係を整理すると，図3 のようになる．要求仕様書中のアクター名に
は，基準アクターを修飾または省略した派生形アクターと派生関係がないその他アクターがある．派
生形アクターに修飾または省略を再帰的に繰り返すことによって，表4の3つの派生パターンを適用
し，別の派生形アクターを形成する．

3.3　派生形アクターが発生する要因

派生形アクターが発生する要因は，シナリオを記述し整理しながらアクター名を洗い出しているた
めと考えられる．たとえば，SRS1中のシナリオとしてシナリオS1「事務センター職員（年金事務所
職員）（1次審査者）は届書内容等を業務処理マニュアル等の規定に従い審査を行う．」がある．シ
ナリオS1の主語となるアクター名は，本来「事務センター職員」だったと考えられる．シナリオの
執筆者が，シナリオを記述している過程で，アクターの役割を詳細化して，「事務センター職員」に
修飾語を付与し，「事務センター職員（年金事務所職員）（1次審査者）」という形に派生させたと
考えられる．

シナリオの執筆者が，具体化した本派生形アクターをアクター定義に追加しなかったため，要求仕
様書全体としては，当該アクター名は定義漏れとアクター定義からの表記ゆれを引き起こすアクター
名となっている．図3のアクター名の関係，表4の派生パターンや連結される修飾語を整理すること
によって，未定義であってもアクター名の性質を把握できる．

3.4　派生形アクターを抽出する手順と効果
3.4.1　派生形アクターを抽出する手順

筆者らは，要求仕様書の分析者が要求仕様書中からアクター名を抽出し，定義漏れ，アクター定義
からの表記ゆれ，派生形アクターを抽出する手順を定義した．その手順の入出力フローを図4 に示
す．本手順は要求仕様書を入力とし，「（1）アクター定義とシナリオを特定」から「（20）派生形
アクターとして抽出」の手順で構成され，出力として「全アクターリスト」，「定義済みアクターリ
スト」，「アクター定義からの表記ゆれアクターリスト」，「一般的な表記ゆれアクターリスト」,
「定義漏れアクターリスト」，「派生形アクターリスト」を作成する．本手順には，「要求仕様書の
分析者」が手動で行う手順とツールによる自動化が可能である「機械的処理」がある．

図3　要求仕様書中のアクター名の関係
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基準アクターを決定する手順を（2）～（6）に示す．図中（3）は，分岐条件である．要求仕様
書の分析者は，（4）または（5）で抽出した文字列を入力とし，「（6）基準アクターを決定」で基
準アクターを定義する．

 「（4）「アクター定義」間に共通する文字列を抽出」では，アクター定義を参照し，アクタ
ー名の間に共通する文字列を抽出し，（6）で組織や役割を示す文字列を基準アクターとして
定義する．SRS1では，基準アクターとして，「職員」，「機構」，「センター」を設定し
た．
 「（5）「アクター名」間に共通する文字列を抽出」では，後述する定義漏れアクター，アク
ター定義からの表記ゆれアクター，一般的な表記ゆれアクターリストを参照し，それらの間
で共通する文字列を抽出し，（6）で組織や役割を示す文字列を基準アクターとして追加す
る．筆者らは，SRS1に対しては「機関」を基準アクターとして追加した．

図4の（7）～（16）は，全アクターリスト，定義済みアクターリスト，アクター定義からの表記
ゆれアクターリスト，一般的な表記ゆれアクターリスト，定義漏れアクターリストを作成する手順を
示す．図中（8），（10），（13）は，繰り返し条件である．主な作業手順を以下に示す．図の単
純化のために，一部の入出力フローの矢印の記述を省略している．

 「（9）シナリオからアクター名抽出」では，シナリオ中の主語や目的語として記述されてい
るアクター名を洗い出し，全アクターリストを出力する．
 「（11）定義済みアクターとして抽出」では，全アクターリストとアクター定義に定義され
たアクター名を比較し，文字列が完全一致するアクター名を特定し，定義済みアクターリス
トを出力する．
 「（12）定義漏れアクターとして抽出」では，全アクターリストから定義済みアクターリス
トのアクター名を除外し，文字列が一致しないアクター名を特定し，定義漏れアクターリス
トを出力する．
 「（14）アクター定義からの表記ゆれ（C）として抽出」では，定義漏れアクターリストか
ら，アクター定義に定義されたアクター名を修飾または省略した記述となるアクター名を特
定し，アクター定義からの表記ゆれアクターリストを出力する．本手順で抽出するアクター
名は，図1の（C）に該当する．
 「（15）アクター定義からの表記ゆれ（B）として抽出」では，定義済みアクターリストと
定義漏れアクターリストを比較し，（14）で抽出したアクター定義からの表記ゆれアクター
以外の類似の意味の関係にあるアクター名を特定し，アクター定義からの表記ゆれアクター

図4　定義済みアクター，定義漏れアクター，アクター定義からの表記ゆれアクター，派生形アクタ
ーの抽出作業手順
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リストを更新する．本作業は，あらかじめ作成した異音同義語の関係にある表記ゆれ辞書等
を参照することで実施する．そのような表記ゆれ辞書の作成方法の一部については，文献[5],
[6]ですでに示したので，本稿では扱わないこととする．本手順で抽出するアクター名は，図
1の（B）に該当する．
 「（16）一般的な表記ゆれ（A）として抽出」では，定義漏れアクターリストを確認し，類
似の意味の関係にあるアクター名を特定し，一般的な表記ゆれアクターリストを作成する．
本作業も（15）と同様に，表記ゆれ辞書等を参照することで実施する．本手順で抽出するア
クター名は，図1の（A）に該当する．

派生形アクターを抽出する手順を図4の（17）～（20）に示す．図中（17），（18），（19）
は，繰り返し条件である．

「（20）派生形アクターとして抽出」では，基準アクター，全アクターリストを入力とし，基準
アクターの文字列が含まれるアクター名を全アクターリストから特定し，当該基準アクター名の派生
形アクターとして抽出する．本手順で抽出する派生形アクターは，図1の（C）または（D）に当て
はまる派生形アクターである．定義漏れアクター間に事前に定めた基準アクター以外に共通する文字
列があれば（2）に戻り，基準アクターを追加し，（17）～（20）を再実行する．

3.4.2　派生形アクターを活用することの効果
3.2節で述べたように，SRS1中の定義漏れアクター89件の約45%，40件が派生形アクターであ

り，基準アクターを「職員」，「センター」，「機関」，「機構」として，4つの派生形アクターの
グループに分けることができた．

アクター名が定義漏れのままのシナリオを含む要求仕様書は，品質の問題があるため，未定義のア
クターの定義を要求仕様書中に追加する必要がある．同一の基準アクターを含んだ派生形アクター
は，基準アクターに関係した共通の特性があると考えられる．上述した作業手順により特定した派生
形アクターを活用することは，効率的なアクターの再定義に有効である．

SRS1の定義漏れアクター89件に対して，派生形アクターに分類される40件を，4つの派生形ア
クターのグループ単位で再定義し，その後，派生形アクターには含まれていない残り49件の定義漏
れアクターを再定義することにすれば，89件を個別に再定義するよりも効率的である．さらに，
SRS1では，定義漏れアクター名に「システム」や「市区町村」が含まれる用語が散見されるので，
基準アクターにこれらを追加すると，それぞれ29件，2件の合計31件の定義漏れアクターを，「シ
ステム」と「市区町村」の2つの派生形アクターのグループ単位に分類することができる．したがっ
て，個別に定義すべき定義漏れアクターは，49件から18件に絞り込め，定義漏れアクターの再定義
の効率化に有効と考えられる．

4．要求仕様書への組織変更の影響
本章は，2.1節の調査手順（5）の調査結果を示す．

4.1　実際に発生した組織変更

資料[10], [11], [12]によると，2016年3月に日本年金機構の組織変更があった．図5 は資料[12]
の「日本年金機構組織図」の組織図を一部抽象化して記述したものである．図5の組織構造は，「ブ
ロック本部」が「機構本部」に統合された結果，「事務センター」が「機構本部」の下に位置してい
る．
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4.2　組織変更の影響を受けるアクター

日本年金機構の組織変更は，SRS1中の「機構本部」と「ブロック本部」，両者に関係する人やシ
ステムが記述されている要求仕様書中のシナリオに影響を与えると考えられる．表2中のアクター名
の内「機構本部」または「ブロック本部」という文字列を含むアクター名を表6 に示す．表6の
（h）は派生形アクターの延べ件数を表す．（i）は派生形アクターを含むシナリオの件数を示す．組
織変更の影響を受けるシナリオ件数は表6（ i）に示すとおり101件であり，総シナリオ510件の
19.22％である．

表6のアクター名の派生関係はたとえば，表6の「機構本部」から「機構本部職員（共通運用管理
業者）」は「機構本部」の派生形アクターである．また，「機構本部職員」から「ブロック本部職
員」は「職員」を基準アクターとする派生形アクターである．

「ブロック本部」，「機構本部」を含むアクター名が同シナリオに記述されているシナリオは3件
であった．その具体例として，シナリオS2「年金事務所職員，事務センター職員，機構本部職員，
ブロック本部職員，街角の年金相談センター職員，コールセンター職員は，被保険者，受給権者等の
記録について，個人番号（又は基礎年金番号）により照会する．」がある．

図5　2018年4月1日時点の日本年金機構の組織図

表6　SRS1中の組織変更の影響を受ける派生形アクター例
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組織名の観点から考えると，「機構本部」への「ブロック本部」の統合によって組織が変化する．
シナリオS2の「ブロック本部職員」というアクター名は修正する必要がある．「統合後の機構本部
職員」は全員が照会可能か，一部の職員のみが照会可能なのか，確認する必要がある．

基準アクターの観点から考えると，表6の「機構本部職員」から「ブロック本部職員」を修正する
際に，他の「職員」を基準アクターとする派生形アクターの役割も影響を受ける可能性に注意する必
要があると考えられる．

「機構本部」と「ブロック本部」が記述されたシナリオは，それぞれ，12件，3件の合計15件の
みである．表6に示すように，「機構本部」と「職員」の派生形アクターが記述されたシナリオは
101件となる．これらは，「機構本部」と「ブロック本部」の組織変更により，修正の影響が発生す
る可能性が高いと考えられる．表6の派生形アクターを活用すると，修正の影響が及ぶシナリオの特
定に有効であると考えられる．また，「機構本部」の組織変更に対応したシナリオ修正において，表
6の派生形アクターから，「機構本部職員（1次審査者）」や「機構本部職員（委託）」等に着目し
て，（）の中に記述された「職員」としての役割の違いを確認しながら，同アクターが記述されたシ
ナリオの修正を行えば，シナリオの品質安定化にも効果的であると期待できる．

5．派生形用語抽出機能
筆者らは，2.1節の調査手順（3）に約90人時，調査手順（4）に約10人時，計約100人時のコス

トを要した．該当手順を効率化するために，派生形アクターと基準アクターの関係に基づき派生形ア
クターをグルーピングして抽出するツールを「要求仕様の一貫性検証支援ツール」[5], [6], [7]を拡
張し開発した[13]．派生形用語抽出機能の概要を図6に示す．

派生形用語抽出機能は，自然言語で記述されたシナリオと基準アクターを入力とする．図6は「組
織A」を基準アクターとして入力している．

図6　派生形用語抽出機能の概要
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要求仕様の一貫性検証支援ツールは，要求仕様書中からアクター名をアクター識別辞書によって抽
出する．派生形用語抽出機能は，抽出したアクター名から基準アクターを含むアクター名をグルーピ
ングして出力する．

派生形用語抽出機能を備えた要求仕様の一貫性検証支援ツールを用いることで，2.1節の調査手順
（3）と（4）の内の派生形アクターを抽出する作業コストは，約1人時であった．本作業は主に本ツ
ールの初期設定作業に相当する．なお，本ツールによる自動生成の時間は約1分程度である．本ツー
ルにより，シナリオに記述されたアクター，定義漏れアクター，アクター定義からの表記ゆれアクタ
ー，派生形アクターリストが自動生成される．

筆者らは，本ツールにより自動生成された各リストの結果と，人手によるリスト作成結果を比較し
た．比較結果は，再現率，適合率ともに90%以上の高いレベルであった．なお，文献[13]では，派
生形用語抽出機能の設計仕様，当該機能を備えたツールの有効性評価の詳細について報告しているた
め，ここでは省略する．

派生形用語抽出機能によって，アクター名とアクター名の間の派生関係を抽出するために要するコ
ストを削減，リードタイム遅延の防止ができる．抽出を自動化することによって，抽出漏れや人手の
場合に発生する抽出のブレを防ぐことも可能である．

6．別案件の要求仕様書の分析
本章では，別案件の要求仕様書中にも，組織名等を内包する派生形アクターが記述されているか分

析した．筆者らは人手による分析と第5章で述べた派生形用語抽出機能を備えた要求仕様の一貫性検
証支援ツールによる分析を行い，当該ツールの効果も評価した．分析結果から，派生形アクターを確
認することが，要求仕様書の理解，作成，維持管理に対して効果的か評価した．

6.1　対象の要求仕様書

SRS1とは異なる案件（SRS2，SRS3）[14], [15]を，新たな分析の対象とする．対象のボリュ
ームは，SRS2は24,783文字，26ページ分，SRS3は9,149文字，2ページ分である．分析手順
は，2.1節の調査手順（1）と（3）～（4）と同様である．

6.2　要求仕様書中のアクター定義

SRS2中のアクター名を表7 ，SRS3中のアクター名を表8 に示す．表7の「都道府県労働局職員」
から「業務実施部門担当者」と表8の「正職員」から「事業受託者等職員」は，システムを利用する
者として定義されていたアクター名である．表8の「厚生労働省霞が関庁舎」から「事業受託者等の
拠点」は，システムを利用する拠点の定義である．表8の「労働基準行政システム」は現行のシステ
ム名のアクター定義である．
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6.3　要求仕様書中の派生関係
6.3.1　分析コストとツール利用による削減効果

SRS2，SRS3の2.1節の調査手順（3）と（4）の人手による作業コストは，それぞれ，65人
時，20人時であった．調査手順（3）と（4）の作業は，同時並行で行ったため，各作業別の工数は
計測しておらず，（3）（4）を合わせた作業工数を計上している．また，派生形用語抽出機能を備
えた要求仕様の一貫性検証支援ツールによる上記の作業工数は，SRS1と同様に，SRS2，SRS3と
もに初期設定の工数のみ必要となり，それぞれ約1人時であった．要求仕様書のアクター名の抽出
や，定義漏れ，アクター定義からの表記ゆれ，派生関係の抽出は，手作業に比較して，大幅に効率化
が図れた．

6.3.2　派生関係の状況
抽出したアクター名の定義漏れ，アクター定義からの表記ゆれ，派生形アクターの状況を，それぞ

れ表9 ，表10 に示す．SRS2の基準アクターは，「システム」，「ヘルプデスク」，「業者」，「保
守」，「労働局」，SRS3では「システム」，「労働局」，「者」とした．

表7　SRS2中の定義されていたアクター名

表8　SRS3中の定義されていたアクター名
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SRS2中の派生形アクターは，「定義漏れ」に対し延べ71.5%，正味70.0%であった．組織名を
含む派生形アクターの件数と「抽出件数」に対する割合は，延べ108件，14.4%，正味11件，
18.0%であった．SRS2中の定義漏れアクター，すなわち，表7に示すアクター定義には定義されて
いないが，SRS2中のシナリオには出現するアクター名として，「システム管理部門」，「システム
運用・保守統括者」があった．表7のSRS2のアクター定義には，「情報システム運用業者」が定義
されており，「システム管理部門」や「システム運用・保守統括者」との関連があると想定できるも
ののSRS2中には明確化されていなかった．

定義漏れのアクター定義を改める作業において，第5章で述べたツールにより生成した，「システ
ム」を基準アクターとする派生形アクターリストを参照すると，これら3つのアクター名は「システ
ム」を共通用語として関連づけて把握することができる．

SRS2では，定義漏れアクターの70.0％，42件が派生形アクターとして整理でき，基準アクター
を「システム」，「ヘルプデスク」，「業者」，「保守」，「労働局」とした場合に5個の派生形ア
クターのグループを定義できた．派生形アクターとしてグループ化されたアクター名が，実際に関連
するアクター名かどうかについては，現状では確認しきれていない．しかし，派生形アクターである
42個を，5個の派生形アクターのグループに分類して再定義し，その後，派生形アクターには含まれ
ていない残り18件の定義漏れアクターを再定義することにすれば，定義漏れアクター正味60件のア
クターを個別に再定義するよりも，効率的にアクターの定義の確認が行えると考えられる．

SRS3中の派生形アクターは，「定義漏れ」に対し延べ60.0%，正味50.0%であった．組織名を
含む派生形アクターの件数は延べと正味ともに5件であり，「抽出件数」に対する割合は，延べ
10.6%，正味16.7%であった．SRS3においても，SRS2と同様に，定義漏れのアクター名を，派生
形アクターによりグループ化しておくことで，定義漏れアクターを個別に再定義するよりも，効率的

表9　SRS2中の定義漏れ，アクター定義からの表記ゆれ，派生形アクターの件数

表10　SRS3中の定義漏れ，アクター定義からの表記ゆれ，派生形アクターの件数
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にアクターの再定義が行えることが期待できる．SRS3中のシナリオに出現する未定義のアクター名
には，「都道府県労働局長」，「労働局総務部担当者」があった．SRS3のアクター定義では，「都
道府県労働局職員」，「都道府県労働局」は定義されているが，「都道府県労働局長」，「労働局総
務部担当者」との関係性は明記されていない．SRS3では，たとえば「労働局」を基準アクターとす
ると，「都道府県労働局長」，「労働局総務部担当者」，「都道府県労働局職員」，「都道府県労働
局」を関係づけて把握できる．

SRS3では，定義漏れアクターの50.0％，15件が，「システム」，「労働局」，「者」を基準ア
クターとする，3つの派生形アクターのグループに整理できた．SRS2で述べたように，個別に未定
義のアクター名である正味30件を再定義する作業よりも，派生形アクターの15件を，3つのグルー
プに分けて再定義した後，残りの定義漏れアクター15件を再定義することで，作業の効率化が期待
できる．

ところで，SRS3では，アクターの出現件数は少ないものの，「労働局」等の組織名を含む派生形
アクターはシナリオ中の複数ページに散在していた．「労働局」の組織変更が発生した場合，個別に
シナリオに対する修正変更を行うよりも，「労働局」を基準アクターとする派生形アクターを抽出
し，そのアクター名が記述されたシナリオをグループ化することで，修正変更の影響や確認の作業の
効率化も期待できる．

7．得られた教訓
要求仕様書の理解，作成，組織変更による要求仕様書への影響に関して得られた教訓を以下に整理

する．また，他分野への適用に関しての考察を示す．

要求仕様書の理解の際は，要求仕様書中には未定義のアクター名が多数記述されている前提で読む
べきである．分析した要求仕様書SRS1，SRS2，SRS3のアクターの定義状況（SRS1については
2.4節の表3，SRS2については6.3.2項の表9，SRS3については6.3.2項の表10）に示したよう
に，要求仕様書中のシナリオ中に表れるアクター名の90％以上が要求仕様書内で役割や名称が未定
義のまま使用されていた．

SRS1については3.2節と3.4.2項，SRS2とSRS3については6.3.2項で述べたように，未定義の
アクター名の50%以上は，アクター定義に定義された複数のアクター名に共通した基準アクターを
派生元とする派生形アクターであった．要求仕様書の理解において，未定義のアクター名を個別に確
認し，アクター定義を改めるよりも，基準アクターに基づいたアクターの派生関係を抽出し，基準ア
クターを共通用語とするアクター名をグループ化して，役割や関係性を検討すると効率的である．

要求仕様書を作成する過程において，シナリオ内に新規のアクター名が出現したならば，アクター
定義表を更新し，アクター定義表が要求仕様書中のアクター名を網羅するように，継続的にアクター
定義表を更新することが重要である．3.3節で述べたように，要求仕様書中の多くの派生形アクター
が未定義のままとなっている要因は，シナリオを記述しながらアクターの役割を詳細化したためと考
えられる．

SRS1については3.2節と3.4.2項，SRS2とSRS3については6.3.2項で述べたように，定義漏れ
アクターを個別に列挙して定義するよりも，「職員」，「機構」，「機関」等の関連するグループ別
に派生関係を分類して，アクター名の定義を記述する方が効率的と考えられる．
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ところで，3.2節の表5のSRS1の「職員」を基準アクターとする派生形アクターには，「事務セ
ンター職員（委託）」，「事務センター職員（年金事務所職員）（1次審査者）」等の「委託」や「1
次審査者」等の役割が追加されて記述されたアクター名がある．このように，派生形アクターを基準
アクターごとに比較すると，アクター名の一部（たとえば「（）」の中に）役割が記述している等の
特性がある．3.2節の図3で一般化したように，『「事務センター職員」の後に「（）」を付与して
役割名を記述することにする』等，アクター名の定義方法を明記しておけば，すべてのアクター名を
個別に列挙するよりも，要求仕様書の作成作業が効率化されると考えられる．

組織変更が発生した場合，変更があった「組織名」，その「組織名」の「派生形アクター」，その
「派生形アクター」を「基準アクター」とする「派生形アクター」というような派生関係をたどり，
それらが出現するシナリオの内容の変更を確認することが重要である．4.2節に示したように，実際
の組織変更では，変更があった組織名に加えて，その組織に所属する職員等も組織変更の影響を受け
ると考えられる．変更があった組織名を含む派生形アクターの「基準アクター」による「派生形アク
ター」が使われているシナリオを調査し，組織変更があったことで，当該シナリオが示す業務内容に
変更がないかどうか確認することが重要であると考えられる．さまざまな「派生形アクター」が出現
するシナリオの抽出には，ツールを活用すると効率的である．

他分野へも本手法を適用する際には，あらかじめ組織内で基準アクターの候補を共有しておくと，
提案する手法の導入がスムーズであると期待できる．「職員」，「システム」，「者」は，情報シス
テムの要求仕様書に共通する用語である．SRS1，SRS2，SRS3以外の情報システムに対しても，
これらを基準アクターとして組織で共有することは妥当であると考えられる．また，組込みシステム
やIoTに基づくシステムに対しては，操作仕様中の定義漏れや表記ゆれを指摘するために，「セン
サ」，「デバイス」，「コントローラ」，「スイッチ」等の要素を基準アクターとして設定すること
が有効と考えられる．

8．関連研究
要求定義において，要求の源泉となるステークホルダを明確化することの重要性は明らかである

[16]．PMBOKによれば，プロジェクトにかかわるステークホルダの管理が重要であり，ステークホ
ルダ・マネジメントの成果物としてステークホルダ登録簿を作成することが標準化されている[17]．
本稿で着目したアクターとは，対象システムの利用者や連携する組織や他システム等であり，ステー
クホルダの中核をなす．したがって，情報システム開発においてアクター定義を明確化することは重
要である．

政府によるデジタル・ガバメント推進標準ガイドライン実践ガイドブックによれば，利用者視点に
よる要求の把握を怠ったプロジェクトの失敗経験に基づき，サービス・業務企画においては，利用者
（つまりアクター）を中心に要求獲得すべきことが述べられている[4]．同ガイドラインでは，アク
ターの役割を明確にして要求定義をすることが求められている．また，文献[18]は，アクターを含む
ステークホルダ定義が不十分であったために，要求獲得における手戻りコストが発生した失敗事例を
示した．

このようにアクター定義を明確化すること，定義されたアクターの視点で業務を設計し，シナリオ
を明確化することの重要性が増している．本稿では，既存の要求仕様書において，定義されていない
アクター名の使用頻度が高い現状を示し，未定義のアクター名のアクター定義からの表記ゆれや派生
関係に着目することで，未定義のアクター名を要求仕様書全体から効率的に洗い出すためのプラクテ
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ィスと手法を提案した．本稿で提案するプラクティスや手法を活用した要求定義を行えば，アクター
定義とアクター視点でのシナリオの明確化がスムーズに行え，前述のガイドラインに沿った形で要求
定義に貢献すると期待できる．

自然言語で記述された要求仕様書の検証方法に関して有用な研究がされている[19], [20]．文献
[19]は，要求仕様書中の「（）」表現に着目し，自動検出や使用時のルールを提案した．文献[20]
は，要求仕様書の文章構造と構文構造を用いて，問題点を検出する手法と検出の自動化ツールに関す
る研究である．

文献[19]は，ソフトウェア開発文書中の「（）」表現の用法を，参照先，具体例，所属，限定，言
い換え，並列，重要情報に分類し，あいまいさを回避するための使用可否のガイドラインを提案し
た．本稿で着目したアクター名のアクター定義からの表記ゆれや派生関係が生じる場合には，定義さ
れたアクター名に「（）」表現を付加した記述が含まれる．あいまいとなるリスクのある記述として
「（）」表現に着目した点が，文献[19]と本稿は共通している．ところで，文献[19]は，開発文書全
体から「（）」表現の使用個所を特定し，要求仕様書に記述されたアクター名はとくに識別していな
い．また，本稿では，「（）」表現以外のアクター名のアクター定義からの表記ゆれや派生関係を特
定しているが，文献[19]では「（）」以外のあいまい表現については特段取り上げてはいない．本稿
は，アクター定義に定義されたアクター名から，「（）」表現以外の表現も含む，アクター定義から
の表記ゆれや基準アクターにもとづく派生関係に着目した，あいまいさを誘発するアクター名の特定
の効率化に着目した点で特徴的である．なお，未定義のアクター名に「（）」表現が使われていた場
合，「（）」の利用可否を含めてアクター名の定義を検討する際に，文献[19]のガイドラインの活用
が有効であると考えられる．

文献[20]は要求仕様書の文章構造や構文構造に起因する，要求仕様書の問題点の検出に効果的で
あると考えられる．文献[20]の成果と本稿で提案した派生形用語抽出機能を併用することにより，構
文解析が困難な部分の問題点の検出を補完し，網羅的な問題点を検出可能になると考えられる．

自然言語で記述された要求仕様書をモデルに変換し，それを検証する手法も研究されている[21],
[22]．文献[21]は，自然言語で記述された要求仕様書からDFD（Data Flow Diagram）を生成
し，要求仕様の抜け漏れを検出する研究である．文献[22]は，自然言語で記述された要求仕様書を
RDF （ Resource Description Framework ） で 定 義 さ れ た 中 間 言 語 CIL （ Common
Intermediate Language）に変換，解析する方法と解析の自動化ツールを提案している．

自然言語で記述された要求仕様書をモデルに変換する手法は，要求仕様の構造や振る舞い全体の網
羅性や一貫性を検証するために有効であると考えられる．要求仕様書からモデルに変換する過程でモ
デルを構成する設計要素名が統一されていないと，変換したモデル自身の品質が低下する．本稿で提
案した派生形アクターの自動抽出機能を活用すれば，モデルを構成する設計要素の統一化に貢献でき
ると考えられる．

9．まとめ
要求仕様書において重要であるアクターは，ほとんどが未定義である．未定義のアクター名は組織

名を含む，用語の修飾または省略による派生である傾向がある．本稿では実案件の要求仕様書を取り
上げ，アクター名の組織との関係と派生パターンを分析した．分析結果からアクター名を効率的に抽
出するツール開発と組織変更を想定した要求仕様書の理解，作成，維持管理に関して得られた教訓を
報告した．
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